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I Sp- 3　　　再就職女性の実態と資格の有効吐一消費生活アドバイザーの場合一

　　　　　　　お茶の水女大家政　　山谷真名

　　　（目的）日本では、最近、結婚や育児のため一旦仕事を離れた後、再び働く（再就職）女

　　　性が多くなっている。しかし、待遇・仕事内容は満足できる状態にはない。それでは、専

　　　門的な職業知識の不足という点については問題がないと思われる「資格を取得して再就職

　　　した女性」においては、どのような実態であろうか。資格を取得することが、再就職女性

　　　の①キャリア形成をする機会を拡大することにプラスになっているか　②様々な就業パ

　　　ターンの選択にプラスになっているか　③様々な就業形態を可能にしているか等の実態を

　　　明らかにし、政策的対応の必要性を明確にすることが、本研究の目的である。

　　　（方法）資格の一つとして、消費生活アドバイザーを選んだ。

　　　①アンケート調査一資格を取って再就職した消費生活アドバイザーを中心に約400名。

　　　　　　　　　　　　資格取得・職歴・就業状況・就業意識について、調査。

　　　②インタビュー調査一再就職女性及び雇用している企業・団体を対象に実施。

　　　（研究成果）試論の段階であるが、資格が採用基準となり再就職の機会を拡げ、仕事内容

　　　に満足している人が多くみられる一方で、以下の問題が存在することがわかった。

　　　①資格を取得していても、非正社員であることのデメリットが大きいこと。

　　　②非正社員から正社員への転換希望がかなえられないこと。

　　　③非課税限度額・被扶養者認定基準があることが、待遇改善を妨げていること。

　　　④仕事に対して積極的に取り組む姿勢と、仕事と家庭の両立意識の間に葛藤があること。

　　　⑤業種によって、資格の有効性が異なっていること。

I Sp- 4　　誰が働いていて誰が働いていないのか

　　　　　鈴峰女短大　森　英子

　目的(1)昨年東京大会で、ベッカー■ Gの家庭の生産理論に言及した際に、今何故にベ

ッカー理論かとの批判を受けた。その答として、家庭内労働時間を帰属計算することの今

日的意義を社会政策案の実例で紹介する。(2)家庭内労働の経済的評価を試みた経済・社

会学者の理論の履歴と、相互の類似と相違を概観する。

　方法（1)の実例は『高齢者介護問題を考える』厚生省高齢者介護対策本部事務局監修か

ら取り上げた。（2)の参考文献は、①『新フェミニスト経済学』ウォーリング・Ｍ著　②「

地球環境政策」ワイゼッカー・Ｅ著　③rシャドウ・ワークJイリイチ･ I著　④rジェ

ンダー』イリイチ・Ｉ著　⑤･■女子労働論』竹中恵美子著　⑥『日本の女子労働』笹塚英

子著　⑦『女性労働の経済分析』八代尚宏著　特に①－④から多くの示唆をえた。

　結果（1〉家族ケアコストは高齢者介護社会総コストの三分の二を占める。

(2)マルクス･ K一生活資料・手段の生産と人間自身の生産（再生産）の２種の生産に分類

クズネッツ・ｓ一家族労働を生産行為とみなしＧＮＰに計上する必要性を唱えた。

ベッカー･ G‐家族員労働に市場概念を置き。人々は常に合理的に行動し最良の妥協点を

得る。　イリイチ・I -フォーマル・インフォーマル経済の各々にシャドウワークが存在

し、女性はシャドウワーク枠内で賃労働の場より大きく差別される。自立自存・自発的労

働を評価する点で、ワイゼッカー･ Eと近似する。　フェミニスト経済学者は、女性の経

済評価の差別に感情的に反発するが、自発的労働としての家事労働の喪失に気付いていな

い。従って女性差別解決方法がイリイチ・ワイゼッカーと全く異なる。
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